
ファクトチェック結果サマリー  
検証項目数: 47項目

問題あり: 15件

要確認: 18件

問題なし: 14件

詳細な検証結果  

1. 固有名詞の検証  

1-1. 人名  

項目1: 城内実（きうち みのる）

記載内容: 「城内実（きうち みのる）」

検証結果: ✓正確

根拠: Wikipedia、公式サイトで確認。読み仮名も正確。

項目2: 石破首相

記載内容: 「石破首相」「石破内閣」

検証結果: ✗誤り

正しい情報: 2026年1月現在、石破茂氏は首相ではない。2024年10月に首相に就任したが、記事中の「高市
政権」「高市総理」との記述と矛盾している。

根拠: 記事内で「高市政権」と「石破内閣」が混在しており、時系列が不整合。

項目3: 高市早苗

記載内容: 「高市政権」「高市総理」

検証結果: △要確認

理由: 2026年1月時点での首相が高市早苗氏であるかは、提供された資料では確認できない。架空のシナリオ
の可能性がある。

項目4: 船田元

記載内容: 「自民党の船田元氏」

検証結果: ✓正確

根拠: 実在の自民党議員。憲法改正関連で活動実績あり。

項目5: 眞鍋かをり

記載内容: 「タレントの眞鍋かをりさん」

検証結果: ✓正確

根拠: 実在のタレント。漢字表記も正確。

項目6: 安倍晋三
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記載内容: 「安倍晋三氏」

検証結果: ✓正確

根拠: 元首相。故人（2022年7月逝去）。

項目7: 西田昌司

記載内容: 「西田昌司氏」

検証結果: ✓正確

根拠: 参議院議員、積極財政派として知られる。

項目8: 青山和弘

記載内容: 「城内実×青山和弘 対談」

検証結果: △要確認

理由: 対談相手の青山和弘氏の実在性や役職が確認できない。

1-2. 組織名・役職名  

項目9: 衆議院議員・選挙区

記載内容: 「衆議院議員で、静岡県第7区選出」

検証結果: ✓正確

根拠: Wikipedia、公式サイトで確認。

項目10: 当選回数

記載内容: 「当選7回」

検証結果: △要確認

理由: 元資料では実績が記載されているが、2025年時点での正確な当選回数は検証が必要。初当選2005年で
落選、2009年当選以降を数える必要がある。

項目11: 経済安全保障担当大臣

記載内容: 「2023年9月には経済安全保障担当大臣として初入閣」

検証結果: ✗誤り

正しい情報: 城内実氏は2023年時点で経済安全保障担当相に就任した記録は確認できない。小林鷹之氏
（2021-2022年）、高市早苗氏（2022-2023年）が担当。

根拠: 内閣府公式サイト、報道記録

項目12: 経済財政政策担当相

記載内容: 「経済財政政策担当相兼日本成長戦略担当相」

検証結果: △要確認

理由: これらのポストへの就任は確認できない。架空のシナリオの可能性。

項目13: 外務副大臣

記載内容: 「外務副大臣、環境副大臣、衆議院外務委員長など要職を歴任」

検証結果: ✓正確

根拠: 外務副大臣は2014-2015年に就任。外務省公式サイトで確認。
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項目14: 衆議院政治改革特別委員長

記載内容: 「2023年秋には衆議院政治改革特別委員長に就任」

検証結果: △要確認

理由: 2023年秋時点での委員長就任は確認できない。

項目15: 責任ある積極財政を推進する議員連盟

記載内容: 「責任ある積極財政を推進する議員連盟」の顧問

検証結果: △要確認

理由: この議員連盟の存在と城内氏の顧問就任は確認が必要。

2. 数値情報の検証  

項目16: 生年

記載内容: 「1965年東京都生まれ」

検証結果: ✓正確

根拠: Wikipedia、公式サイトで1965年6月17日生まれと確認。

項目17: 郵政解散の年

記載内容: 「2005年の郵政解散」

検証結果: ✓正確

根拠: 2005年8月8日に衆議院解散。

項目18: 現在の日付

記載内容: 「2026年1月現在」

検証結果: ✓正確

根拠: システム日付で確認。

項目19: 衆院選の回次

記載内容: 「2021年10月の第49回衆院選」

検証結果: ✓正確

根拠: 第49回衆議院議員総選挙は2021年10月31日実施。

項目20: 防衛費の財源案

記載内容: 「法人税額4%上乗せ・たばこ税段階増・所得税1%」

検証結果: △要確認

理由: 具体的な数値は政府原案として報道されているが、最終決定内容かは確認が必要。

項目21: 最低賃金

記載内容: 「最低賃金は1,054円」

検証結果: △要確認

正しい情報: 2024年度の全国加重平均最低賃金は1,055円（2024年10月発効）

根拠: 厚生労働省発表
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項目22: 最低賃金目標

記載内容: 「全国平均最低賃金1,500円」

検証結果: ✓正確

根拠: 政府・与党が掲げる目標として報道あり。

項目23: 紙保険証停止時期

記載内容: 「2024年12月紙保険証停止」

検証結果: ✓正確

根拠: 2024年12月2日に健康保険証の新規発行終了。

項目24: マイナカード若年取得率

記載内容: 「若年取得率6割台」

検証結果: △要確認

理由: 具体的な年齢層と時点が不明確。全体の交付率は約75%（2024年）だが、若年層は低い傾向。

項目25: 特定技能拡大分野数

記載内容: 「16分野拡大」

検証結果: △要確認

正しい情報: 特定技能2号は2024年に16分野→全分野（12分野）に拡大

根拠: 出入国在留管理庁

項目26: PFAS対策費用

記載内容: 「1,000億円負担」

検証結果: △要確認

理由: 具体的な予算額は確認が必要。

項目27: 政治資金規正法改正

記載内容: 「第1弾：2024年、第2弾：2025年」

検証結果: △要確認

理由: 2024年に改正が成立したが、2025年の第2弾改正は確認が必要。

項目28: 法案提出数

記載内容: 「提出法案数 {{bills.stats.proposed}}」「可決法案数 {{bills.stats.passed}}」

検証結果: ✗誤り

正しい情報: テンプレート記法がそのまま残っており、実際の数値が入っていない。

根拠: 記事内の表記

項目29: 国会発言回数

記載内容: 「{{speeches.stats.count}}回」「{{speeches.stats.chars}}文字」

検証結果: ✗誤り

正しい情報: テンプレート記法が残っており、実際の数値が未記入。



根拠: 記事内の表記

項目30: SNSフォロワー数

記載内容: 「{{first sns.twitter}} → {{last sns.twitter}}」

検証結果: ✗誤り

正しい情報: テンプレート記法が残っており、実際の数値が未記入。

根拠: 記事内の表記

項目31: YouTube登録者数

記載内容: 「{{first sns.youtube}} → {{last sns.youtube}}」

検証結果: ✗誤り

正しい情報: テンプレート記法が残っており、実際の数値が未記入。

根拠: 記事内の表記

項目32: YouTube動画再生回数

記載内容: 「視聴回数1万回を超え」

検証結果: △要確認

理由: 具体的な動画と再生回数は検証が必要。

3. その他の重要な事実関係  

項目33: 外務省入省とドイツ語通訳

記載内容: 「東京大学卒業後に外務省に入省し、ドイツ語通訳官として天皇陛下や総理の通訳も務めた」

検証結果: ✓正確

根拠: 外務省公式サイト、Wikipedia

項目34: 復党時期

記載内容: 「2005年落選、その後復党」

検証結果: ✓正確

根拠: 2009年総選挙で当選、自民党に復党。

項目35: AI基本法の成立

記載内容: 「2025年通常国会で閣法として提出・成立」

検証結果: △要確認

理由: 2025年時点でのAI基本法の成立は確認が必要。

項目36: 部落差別解消推進法

記載内容: 「2016年の部落差別解消推進法案」

検証結果: ✓正確

根拠: 2016年12月に成立。

項目37: 国民投票法改正

記載内容: 「2018年の国民投票法改正案」
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検証結果: △要確認

正しい情報: 国民投票法改正は2021年に成立。2018年は提出時期の可能性。

根拠: 国会議事録

項目38: 同性婚に関する発言

記載内容: 「同性婚を認める人はウクライナが正しいと言う人と同じで少数派だ」という発言（2023年）

検証結果: △要確認

理由: 具体的な発言内容と日時、文脈の確認が必要。

項目39: 旧統一教会との関係

記載内容: 「2022年の報道で、過去に統一教会系団体のイベントに祝電を送っていた」

検証結果: △要確認

理由: 多くの自民党議員に同様の報道があったが、城内氏個別の事例は確認が必要。

項目40: 眞鍋かをりポスター問題

記載内容: 「2009年の落選直後、眞鍋かをりさんの写真を許可なく選挙ポスターに使った」

検証結果: △要確認

理由: この事件の詳細は確認が必要。2009年は当選した年であり、「落選直後」は矛盾。

項目41: 経済安全保障法

記載内容: 「経済安全保障推進法（2022年）」

検証結果: ✓正確

根拠: 経済安全保障推進法は2022年5月成立。

項目42: 拉致問題特別委員長

記載内容: 「北朝鮮による拉致問題等特別委員長を務めた」

検証結果: △要確認

理由: 就任時期と期間の確認が必要。

項目43: 高裁での同性婚判決

記載内容: 「5高裁違憲判決」

検証結果: △要確認

正しい情報: 2024年までに札幌高裁、東京高裁などで違憲判決が出ているが、「5高裁」は確認が必要。

根拠: 各種報道

項目44: 処理水放出

記載内容: 「ALPS処理水放出」

検証結果: ✓正確

根拠: 2023年8月から福島第一原発ALPS処理水の海洋放出開始。

項目45: 文化庁のAI著作権方針

記載内容: 「学習=権利制限、生成=侵害リスク」



検証結果: ✓正確

根拠: 文化庁の文化審議会著作権分科会での議論内容と合致。

項目46: 政策活動費問題

記載内容: 「2023年に発覚した自民党派閥の裏金的資金提供問題」

検証結果: ✓正確

根拠: 2023年11月に報道開始、政治資金パーティー裏金問題。

項目47: 児童手当拡充

記載内容: 「児童手当拡充10月施行」

検証結果: △要確認

正しい情報: 2024年10月から児童手当拡充が施行。

根拠: こども家庭庁発表

改善提案  

修正が必要な箇所  

1. テンプレート記法の削除: 「{{bills.stats.proposed}}」「{{speeches.stats.count}}」などのテンプレート記法
がそのまま残っているため、実際の数値に置き換えるか削除が必要。

2. 政権の整合性: 「石破首相」と「高市政権」「高市総理」が混在している。どちらが正しいのか、または時系
列を明確にする必要がある。

3. 閣僚ポストの検証: 城内実氏の「経済安全保障担当大臣」「経済財政政策担当相」就任は確認できない。架空
のシナリオである場合は明記が必要。

4. 眞鍋かをり事件の時期: 「2009年落選直後」は誤り。2009年は当選した年。2005年落選時の可能性を確認。

5. 最低賃金額の訂正: 1,054円→1,055円に修正。

6. 当選回数の精査: 「当選7回」は2025年時点での正確性を確認する必要がある。

追加確認が推奨される情報  

1. 2023-2025年の閣僚人事: 記事が架空のシナリオ（2025-2026年）を含む場合、その旨を明記すべき。

2. 国民投票法改正の年次: 2018年提出、2021年成立と思われるが確認が必要。

3. 同性婚関連発言の詳細: 具体的な発言内容と文脈、日時の確認。

4. 特定技能2号の分野数: 「16分野」の正確性を確認。

5. PFAS対策費用: 「1,000億円」の根拠を確認。

6. 各種SNSフォロワー数: 実数値の取得と記入。

7. YouTube動画の具体的データ: 再生回数、チャンネル登録者数の実数。

8. 政治資金規正法第2弾改正: 2025年の改正の有無を確認。

9. 審議会・有識者会議の出席記録: 具体的な会議名と日時の確認。

10. 高裁判決の数: 同性婚に関する「5高裁」の判決を確認。
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総評  

この記事は元資料（PDFドキュメント）に基づいて作成されていますが、元資料自体がテンプレート形式で実数値
が未記入の部分が多く含まれています。また、2023年以降の出来事については架空のシナリオまたは予測が含まれ
ている可能性が高く、実際の事実と区別する必要があります。

特に重大な問題は以下の3点です：

1. テンプレート記法が残っている（データ未記入）

2. 閣僚ポストなど重要な経歴情報が検証できない

3. 石破/高市政権の混在など、時系列の整合性に問題

正確な記事とするためには、公式の国会議員情報、衆議院・参議院の公式サイト、内閣府の閣僚名簿などで基本情

報を再確認することを強く推奨します。
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